
   大野市元気チャレンジ企業支援事業補助金交付要綱  

 

（平成２１年４月１日告示第７３号）  
改正  平成２６年４月２８日告示第７１号  

平成２７年３月２３日告示第６９号  
平成２８年３月３１日告示第８５号  

平成３０年３月３０日告示第１１３号  

 

 （趣旨）  

第１条  この要綱は、大野市がベンチャー性の高い事業を起業する事業者及び新た

な名産品、土産品、農商工連携商品等の開発を行う事業者に対して、元気チャレ

ンジ企業支援事業補助金（以下「元気企業補助金」という。）を交付することに

ついて必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。  

(1) ベンチャー性の高い事業  市内において未開発の産業分野の事業をいう。  

(2) 事業  調査研究事業、商品開発事業、販路開拓事業及び設備等整備事業をい

う。  

(3) 調査研究事業  事業者が自ら行うベンチャー性の高い事業又は異業種間の融

合化による事業開拓と認められる新商品（ソフトウェアを含む。）若しくは新

サービスの開発に関する調査研究（原則として第三者による市場調査を実施す

るものに限る。）をいう。  

(4) 商品開発事業  地域資源を活かした名産品、土産品、農商工連携商品等の開

発をいう。  

 (5) 販路開拓事業  調査研究事業及び商品開発事業による成果があり、又はベ

ンチャー性が高く、かつ市場性があると認められる、自社において開発した新

規技術又は新商品（以下｢新商品等｣という。）の販路を開拓することをいう。  

（ 6) 設備等整備事業  調査研究事業及び商品開発事業による成果があり、又はベ

ンチャー性が高く、かつ市場性があると認められた事業を具現化することをい

う。  

（ 7) 事業者  市内に住民登録を有する個人、市内に本社を置く法人又は市内に本

拠を置く異業種グループをいう。  



（ 8) 工場等  事業者が事業の用に供する工場及びソフトウェア業又は試験研究所

を営むための事業所をいう。  

（ 9) ソフトウェア業  コンピュータ等による情報の整理、加工、蓄積、検索等に

関するシステムの分析及び設計並びにプログラムの設計及び作成を行う業務を

いう。  

（ 10)製造等  工場等において、原材料に手を加えて製品を作り出すこと、又は成

果品を生み出すことをいう。  

（ 11)女性経営者  市内で事業を行う者で、市内に住民登録を有する女性及び市内

に本社を置き代表者が女性である法人をいう。  

 （補助対象事業）  

第３条  元気企業補助金の補助対象事業は、大野市企業立地促進条例（昭和５９年

条例第２７号）第３条第１号に規定する助成金等の交付措置となった事業以外の

事業で、市内で行う調査研究事業、商品開発事業、販路開拓事業又は設備等整備

事業のうち元気チャレンジ企業支援事業審査委員会（以下「審査委員会」という。

）で認定された事業とする。  

 （補助対象者）  

第４条  元気企業補助金の補助対象者は、市税を完納する事業者で、かつ、調査研

究事業、商品開発事業、販路開拓事業、又は設備等整備事業のうち審査委員会で

認定された事業を市内において実施する事業者とする。  

 （審査委員会の設置）  

第５条  市長は、大野市元気チャレンジ企業支援事業（以下「元気企業事業」とい

う。）の認定を行うために、審査委員会を設置する。  

２  審査委員会の所掌事務及び構成その他審査委員会に関する事項については、別

に定める。  

 （事業の認定申請）  

第６条  元気企業事業の認定を受けようとする事業者（以下「認定申請者」という。

）は、元気チャレンジ企業支援事業認定申請書（様式第１号。以下「認定申請書

」という。）に必要な書類を添えて、事業着手のおおむね６０日前までに市長に

提出するものとする。  

 （審査委員会への諮問）  

第７条  市長は、認定申請書を受理したときは、適当と認めたものについて、遅滞



なく審査委員会に諮らなければならない。  

 （認定の決定）  

第８条  市長は、当該事業が審査委員会で認定された場合は、大野市元気チャレン

ジ企業支援事業認定通知書（様式第２号。以下「認定通知書」という。）により、

速やかに認定申請者に通知しなければならない。  

 （認定の基準）  

第９条  審査委員会は、元気企業事業の認定において、次に掲げる基準に適合する

か否かを審査しなければならない。  

(1) 調査研究事業  

ア  実現可能と認められる事業であること。  

イ  調査研究機関等への全面委託以外の事業であること。  

ウ  公序良俗に反しない事業であること。  

 (2) 商品開発事業  

  ア  新商品の開発、生産、需要の開拓等実現可能と認められる事業であること。  

  イ  新商品の開発により、経営の向上及び改善が図れる事業であること。  

  ウ  公序良俗に反しない事業であること。  

 (3) 販路開拓事業  

  ア  新商品等の販路開拓により、経営の向上及び改善が図られる事業であるこ

と。  

  イ  将来性がある事業であること。  

  ウ  公序良俗に反しない事業であること。  

 (4) 設備等整備事業  

ア  市内における経済波及効果があると認められる事業であること。  

イ  将来性がある事業であること。  

ウ  事業者の既存事業の拡張でない事業であること。  

エ  環境に悪影響を及ぼさない事業であること。  

オ  公序良俗に反しない事業であること。  

 （事業の補助対象期間）  

第１０条  元気企業事業の補助対象期間は、調査研究事業、商品開発事業及び販路

開拓事業においてはおおむね２年以内とし、設備等整備事業においてはおおむね

１年以内とする。  



 （事業計画の変更等）  

第１１条  認定通知書を受理した事業者（以下「認定事業者」という。）は、認定

された当該事業（以下「認定事業」という。）の計画書及び添付書類に記載され

た事項について変更があったときは、大野市元気チャレンジ企業支援事業計画変

更承認申請書（様式第３号。以下「変更承認申請書」という。）に必要な書類を

添えて市長に提出し、承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更を除く

ものとする。  

２  市長は、前項の変更承認申請書を受理したときは、承認の適否について審査し、

大野市元気チャレンジ企業支援事業計画変更承認通知書（様式第４号）により、

速やかに認定事業者に通知しなければならない。  

３  市長は、変更承認申請書を受理したときは、承認の適否について審査委員会に

諮ることができる。  

 （認定の取消し）  

第１２条  市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

第８条の規定による認定を取り消すものとする。  

(1) 認定事業者が当該事業をやめたとき。  

(2) この要綱の規定に違反する行為があったとき。  

(3) 偽りその他不正の手段により、認定事業を行ったとき。  

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が特に認める事由があったとき。  

 （認定地位の譲渡又は継承）  

第１３条  認定事業者は、認定事業の地位を第三者に譲渡又は継承することはでき

ない。  

 （補助金の交付申請等）  

第１４条  認定事業者は、認定事業が完了（設備等整備事業においては、操業開始

をいう。）したときは、大野市元気チャレンジ企業支援事業補助金交付申請書兼

実績報告書（様式第５号）に必要な書類を添えて、速やかに市長に提出するもの

とする。  

 （事業の補助対象経費）  

第１５条  この事業の補助対象経費は、次に掲げるとおりとする。  

(1) 調査研究事業  

ア  調査研究、試作品製作等（以下この号において「調査研究等」という。）



に係る原材料費  

イ  調査研究等に係る講師、研究員等の招へいに要する経費  

ウ  調査研究等に係る職員研修費  

エ  調査研究等に係る委託料  

オ  調査研究等に係る機械設備等（パソコン等の事務機器を含む。）のリース

料  

カ  市場調査に係る委託料  

キ  その他市長が特に認める経費  

（ 2）商品開発事業  

ア  新商品開発のための試作品製作等（以下この号において「商品開発等」と

いう。）に係る原材料費  

イ  商品開発等に係る講師、研究員等の招へいに要する経費  

ウ  商品開発等に係る職員研修費  

エ  商品開発等に係る委託料  

オ  商品開発等に係る機械設備等（パソコン等の事務機器を含む。）のリース

料  

カ  市場調査に係る委託料  

キ  その他市長が特に認める経費  

 (3) 販路開拓事業  

ア  展示会出展など販路開拓等（以下この号において「販路開拓等」という。

）に係る経費  

イ  新商品等の広告宣伝活動に係る経費  

ウ  販路開拓等に係る講師、研究員等の招へいに要する経費  

エ  販路開拓等に係る委託料  

オ  販路開拓等に係る機械設備等（パソコン等の事務機器を含む。）のリース

料  

  カ  その他市長が特に認める経費  

（ 4）設備等整備事業  

ア  操業開始までの製造等（以下この号において「製造等」という。）に係る

設備に要する経費（設備リース経費を含む。）。ただし、工場等の建設に係

る経費及び土地の購入費に関する経費を除く。  



イ  製造等に要する職員の研修費  

ウ  製造等に要する設備の設計その他業務の遂行に係る委託料  

エ  その他市長が特に認める経費  

 （事業の補助額）  

第１６条  この事業の補助金の額は、調査研究事業、商品開発事業及び販路開拓事

業においては補助対象経費の２分の１以内で１，０００，０００円を限度とし、

設備等整備事業においては補助対象経費の２分の１以内で３，０００，０００円

を限度とする。ただし、申請者が女性経営者であるときは調査研究事業、商品開

発事業及び販路開拓事業においては補助対象経費の３分の２以内で１，３００，

０００円を限度とし、設備等整備事業においては補助対象経費の３分の２以内で

４，０００，０００円を限度とする。  

２  補助金の交付は、１事業者につき、調査研究事業、商品開発事業、販路開拓事

業又は設備等整備事業のいずれか１回とする。ただし、調査研究事業又は商品開

発事業に係る補助金を受けた事業者が、当該事業について販路開拓事業又は設備

等整備事業を実施する場合は、この限りでない。  

３  算出された補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り

捨てた額とする。  

 （補助金の交付請求）  

第１７条  認定事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、大野市元気チャ

レンジ企業支援事業補助金交付請求書（様式第６号）を市長に提出しなければな

らない。  

２  市長は、前項の請求を受けた日から起算して３０日以内に、認定事業者に対し

て補助金を交付するものとする。  

 （補助金の返還）  

第１８条  市長は、設備等整備事業補助金の交付対象となった当該工場等を操業開

始日の翌日から起算して２年以内に閉鎖したときは、補助金の一部の返還を命ず

ることができる。  

 （事業の検証）  

第１９条  認定事業者は、事業実施より３年間、事業の実施状況等を記載した大野

市元気チャレンジ企業支援事業効果報告書（様式第７号）を市長に提出しなけれ

ばならない。  



２  市長は、前項に規定する報告書を受理したときは、審査委員会に報告するもの

とする。  

 （委任）  

第２０条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則 

 （施行期日）  

１  この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。  

 （この要綱の失効）  

２  この要綱は、平成３１年３月３１日限り、その効力を失う。  

 （元気起業チャレンジ支援事業補助金交付要綱の廃止）  

３  元気起業チャレンジ支援事業補助金交付要綱（平成１９年告示第５２号）は、

廃止する。  

   附  則（平成２６年告示第７１号）  

 この要綱は、平成２６年４月２８日から施行する。  

   附  則（平成２７年告示第６９号）  

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

   附  則（平成２８年告示第８５号）  

 この要綱は、平成２８年３月３１日から施行する。  

   附  則（平成３０年告示第１１３号）  

 （施行期日）  

１  この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。  

 （この要綱の失効）  

２  この要綱は、平成３３年３月３１日限り、その効力を失う。  



様式第１号（第６条関係）  

                            年   月   日  

   大野市長   殿  

 

                  住   所  

                  事業者名  

                  代表者名             ㊞  

 

大野市元気チャレンジ企業支援事業認定申請書  

 

 大野市元気チャレンジ企業支援事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、元気チ

ャレンジ企業支援事業の認定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。  

 

                  記  

 

１  認定を受けようとする事業名  

２  認定を受けようとする事業の区分（産業分類による。）  

３  事業計画の概要  

４  事業計画額  

 

 添付書類  

（１）事業計画書  

（２）収支予算書  

（３）その他関係資料



             大野市元気チャレンジ企業支援事業計画書 

 

   事 業 所 ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ/ 

団 体 名  

  

    代表者名      

    住所        

    連絡先       

    事業の名称     

    計画期間      

    

    

    

    事業の概要     

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    事業の内容     

  （具体的計画）    

    

    

    

    

    

    

    

    

   その他       

  事業認定に当    

  たって参考と    

   なる事項      

    

    

    



 

 

           工場等の種別   

            （建設予定   工場    試験研究所   その他）   

           工場等の所有者   

            工場等の名称   

           工場等の所在地   

           生産品目及び内容   

           敷地の状況        ㎡（自己所有地  買収予定  借地）   

           着工予定日      年   月   日   

           竣工予定日      年   月   日   

           操業開始予定日    年   月   日   

           工場等の構造   

           工場等の床面積      ㎡   

           投下固定資産額   

              土地        円   

              建物        円   

              設備        円（うちリース        ）   

   工場等の         その他の償却資産         円   

   建設計画等     新規常用雇用計画   

             年   月   人（うち市内に住民登録を有する者   人）   

             年   月   人（うち市内に住民登録を有する者   人）   

           生産計画   

             １年目（      （単位）       千円）   

             ２年目（      （単位）       千円）   

             ３年目（      （単位）       千円）   

           資金計画   

             自己資金       千円   

             借入金        千円   

             その他        千円   

           敷地利用計画   

             工場等        ㎡   

             駐車場        ㎡   

             緑  地        ㎡   

             その他        ㎡   

           添付書類   

             工場等配置計画図面   

             用地又は工場等の取得に関する書類   

 



 

    

  製品の原材料    原材料・資材品目   

  資材等に関す    調達方法   

   る計画        処分方法   

    

    

  電力、工場用    使用電力量     ＫＷＨ／月   

  水、排水等の    工場揚水量       ｔ／日   

   処理計画      排水等の状況   

    

    

           大気   

           水質   

           騒音   

  公害発生源に    振動   

   対する対策     産業廃棄物に対する対策（有価物含む）   

             廃棄物名   

             排出量   

             処理方法   

    

    

    

    

    

    

    

    

   その他       

   特記事項      

    

    

    

    

    

    

    



大野市元気チャレンジ企業支援事業収支予算書  

 

                     自      年   月   日  

                     至      年   月   日  

 

  収入の部                           

                                単位：円  

    科目         金額           摘要           

    自己資金      

    借入金       

    その他       

    合計        

 

  支出の部    

 

    科目         金額           摘要           

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

    合計        



様式第２号（第８条関係）  

                            年   月   日  

            殿  

 

 

                     大野市長          印  

 

大野市元気チャレンジ企業支援事業認定通知書  

 

  年   月   日付け申請の事業について、大野市元気チャレンジ企業支援事業補

助金交付要綱第８条の規定に基づき、対象事業として認定するので通知します。  

 

                  記  

 

１  認定事業名  

２  認定事業の区分（産業分類による。）  

３  認定事業の概要  

４  認定事業の期間  



様式第３号（第１１条関係）  

                            年   月   日  

   大野市長   殿  

 

                  住   所  

                  事業者名  

                  代表者名              印  

 

大野市元気チャレンジ企業支援事業計画変更承認申請書  

 

  年    月   日付け認定の事業について、事業計画を変更したいので、大野市

元気チャレンジ企業支援事業補助金交付要綱第１１条の規定に基づき、関係書類を添

えて申請します。  

 

                  記  

 

１  変更申請事業名  

２  事業の区分（産業分類による。）  

３  変更する事業計画の概要  

４  変更後の事業計画額  

 

 添付書類  

（１）事業変更計画書  

（２）変更収支予算書  

（３）その他関係資料



大野市元気チャレンジ企業支援事業変更計画書  

 

   区  分       変更後              変更前        

   事 業 所 ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ/団

体 名  

    

    代表者名     

    住所         

    連絡先      

    事業の名称      

    計画期間     

      

      

      

    事業の概要      

      

      

      

    

      

      

    事業の内容      

  （具体的計画）     

      

      

        

   その他        

  事業認定に当     

  たって参考と     

   なる事項       

      



大野市元気チャレンジ企業支援事業変更収支予算書  

 

                     自      年   月   日  

                     至      年   月   日  

 

  収入の部                           

                                単位：円  

    科目        変更後の金額      変更前の金額      摘要      

    自己資金       

    借入金        

    その他        

    合計         

 

  支出の部    

 

    科目        変更後の金額      変更前の金額      摘要      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

    合計         



様式第４号（第１１条関係）  

                            年   月   日  

            殿  

 

 

                     大野市長          印  

 

大野市元気チャレンジ企業支援事業計画変更承認通知書  

 

  年   月   日付け変更申請のあった事業について、大野市元気チャレンジ企業

支援事業補助金交付要綱第１１条の規定に基づき、計画の変更を承認するので通知し

ます。  

 

                  記  

 

１  変更認定事業名  

２  変更認定事業の区分（産業分類による。）  

３  変更認定事業の概要  

４  変更認定事業の期間  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第１４条関係） 

                               年  月  日 

   大野市長  殿 

 

                    住  所 

                    事業者名 

                    代表者名              ㊞ 

 

大野市元気チャレンジ企業支援事業補助金交付申請書兼実績報告書 

 

  年  月  日付け認定の        事業について、大野市元気チャレンジ企業

支援事業補助金交付要綱第１４条の規定に基づき、関係書類を添えて申請（報告）します。  

 

                  記 

 

  補助金交付申請（実績）額         円 

 

（添付書類） 

（１） 事業実績報告書 

（２） 事業収支決算書 

（３） 補助対象経費明細書 

（４） 認定通知書（写し） 

（５） その他関係書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



大野市元気チャレンジ企業支援事業実績報告書 

 

   事 業 所 ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ/

団 体 名  

  

    代表者名      

    住所        

    連絡先       

    事業の名称     

   実施時期      

    

    

    

   事業の概要     

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   事業の内容     

  （具体的成果

）  

  

    

    

    

    

    

    

    

    

   その他       

   参考と       

   なる事項      

    

    

    



 

           工場等の種別   

            （建設予定   工場    試験研究所   その他）   

           工場等の所有者   

            工場等の名称   

           工場等の所在地   

           生産品目及び内容   

           敷地の状況        ㎡（自己所有地  買収予定  借地）   

           着工日      年   月   日   

           竣工日      年   月   日   

           操業開始日    年   月   日   

           工場等の構造   

           工場等の床面積      ㎡   

           投下固定資産額   

              土地        円   

              建物        円   

              設備        円（うちリース        ）   

   工場等の         その他の償却資産         円   

   建設実績等     新規常用雇用実績及び計画   

             年   月   人（うち市内に住民登録を有する者   人）   

             年   月   人（うち市内に住民登録を有する者   人）   

           生産実績及び計画   

             １年目（      （単位）       千円）   

             ２年目（      （単位）       千円）   

             ３年目（      （単位）       千円）   

           資金実績   

             自己資金       千円   

             借入金        千円   

             その他        千円   

           敷地利用実績   

             工場等        ㎡   

             駐車場        ㎡   

             緑  地        ㎡   

             その他        ㎡   

           添付書類   

             工場等配置計画図面   

             用地又は工場等の取得に関する書類   

    

 



 

    

  製品の原材料    原材料・資材品目   

  資材等に関す    調達方法   

   る実績       処分方法   

             

    

  電力、工場用    使用電力量     ＫＷＨ／月   

  水、排水等の    工場揚水量       ｔ／日   

   処理実績      排水等の状況   

    

    

           大気   

           水質   

           騒音   

  公害発生源に    振動   

   対する対策     産業廃棄物に対する対策（有価物含む）   

             廃棄物名   

             排出量   

             処理方法   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   その他       

   特記事項      

    

    

    

    

    

    

    



大野市元気チャレンジ企業支援事業収支決算書 

                     自     年  月  日 

                     至     年  月  日 

 

  収入の部                          

                                単位：円 

    科目          金額             摘要            

    自己資金       

    借入金        

    その他        

    合計         

 

  支出の部   

 

     科目           金額            摘要            

  補      

  助      

  対      

  象      

  経      

  費      

  補      

  助      

  対      

  象      

  外      

  経      

  費      

    合計         

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第６号（第１７条関係） 

                               年  月  日 

   大野市長  殿 

 

                    住  所 

                    事業者名 

                    代表者名             ㊞ 

 

大野市元気チャレンジ企業支援事業補助金交付請求書 

 

  年  月  日付けで認定（計画変更承認）通知のあった大野市元気チャレンジ企業支 

援事業補助金の交付を受けたいので、大野市元気チャレンジ支援事業補助金交付要綱第１７ 

条の規定により下記のとおり請求します。 

 

                  記 

 

１ 補助金請求額   金           円 

 

２ 口座振込依頼 

   ①振込先金融機関名及び支店名 

 

   ②口座の種類及び口座番号 

 

   ③口座名義（フリガナ） 

 

３ 添付資料  大野市元気チャレンジ企業支援事業認定通知書又は計画変更承認通知書 

       の写し 



様式第７号（第１９条関係） 

                               年  月  日 

   大野市長  殿 

 

                    住  所 

                    事業者名 

                    代表者名             ㊞ 

 

         大野市元気チャレンジ企業支援事業補助金事業効果報告書 

 

事業の名称  

事業内容の推移 初年度 ２年度 ３年度 

拡充・新規展開（◎）、継続（○）、縮小（△）、廃止(×)    

 
単

位 
当初計画 

初年度 

（   ）年 

～（   ）年 

２年度 

（   ）年 

～（   ）年 

３年度 

（   ）年 

～（   ）年 

増減理由 

生産実績 円      

増減率 ％ 

当初比    

前年比    

販売実績 円      

増減率 ％ 

当初比    

前年比    

新規雇用実績 人      

増減率 ％ 

当初比    

前年比    

その他       

増減率 
％ 

当初比    

前年比    

その他特記事項 

（添付書類） 実績数量等がわかる書類 


